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令和６年２月２８日  

監 査 委 員 決 定  

 

  令和６年度文京区監査基本計画 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、文京区監査委員条例（昭和３９年３月

文京区条例第１号）及び文京区監査基準に基づき、令和６年度における監査、検査

及び審査（以下「監査等」という。）を以下のとおり実施するものとする。 

 

１ 区政を取り巻く状況と監査 

我が国の経済状況は、雇用・所得環境が改善する下で、緩やかな景気回復が続

くことが期待される一方、海外景気の下振れが国内景気を下押しするリスクや、

物価上昇の影響等に十分注意する必要がある。 

本区の財政については、特別区税収入の増加が続いているものの、ふるさと納

税による税流出は拡大傾向にあり、また、老朽化等により、今後多くの公共施設

の改修・更新を計画的に行なわなければならないことなどを踏まえると、決して

楽観はできない状況にある。 

このような中、令和６年度は次期「文の京」総合戦略の初年度となり、コロナ

禍を経た新たな時代において、区民一人一人が輝く明るい未来に力強く踏み出す

ため、全ての世代を支える施策を積極的に展開するとともに、「文の京」総合戦

略に掲げる主要課題の解決等に向けた戦略的な施策の展開により、質の高い行政

サービスを提供していく必要がある。 

このため、令和６年度の監査業務においては、これらの区の課題にも留意しつ

つ、監査基準に基づき、リスクの重要度に応じた効率的かつ効果的な監査等を行

うことにより、更なる監査機能の強化や監査品質の向上を図っていく。また、内

部統制制度とも有機的な連携を図りながら事務の適正な管理及び執行を確保す

るとともに、効果的に内部統制評価報告書の審査に取り組んでいく。 

これらの取組により、適正な事務執行の確保や組織及び運営の合理化を図り、

区財政の健全性・透明性を確保するとともに、住民福祉の向上に寄与することで、

区民からの信頼に応えていく。 

 

２ 基本方針 

(1) 本区の事務又は事業について、合規性、正確性だけでなく、経済性、効率性

及び有効性といった観点も重視して監査等を実施する。 



 

2 

(2)  監査等の対象のリスクを識別し、そのリスクの内容及び程度を検討した上で、

監査等を実施する。リスクの内容及び程度の検討に当たっては、監査対象にお

ける内部統制の状況について情報を集め、判断する。あわせて、内部統制体制

の整備及び運用の状況について整理し、確認することで、内部統制評価報告書

の審査につなげる。 

(3) 各種の監査等が相互に有機的に連携して行われるよう調整し、監査等を実施

する。 

(4)  監査の実効性を確保するため、監査結果に基づく指導、庁内への周知等を的

確に行う。また、指摘事項や改善意見に対する措置状況について適切に報告を

受け、改善状況を的確に把握する。 

(5)  監査等の前提として把握した事象若しくは状況の変化又は監査等の実施過

程における新たな事実の発見等に基づき、必要に応じて実施計画を修正する。 

(6)  監査結果の報告等は、区民に分かりやすい内容及び表現により表記し、ホー

ムページ等により速やかに公表する。 

 

３ 監査等の体制 

 あらかじめ監査事務局職員による事前監査等を行い、結果を監査委員に報告す

る。監査委員による事情聴取及び実地調査は、その報告等を基に行う。 

 事前監査に当たっては、監査対象の状況に応じて監査資源の配分、監査方法の

選択等を適切に行うものとする。 

また、工事監査については、専門的知見を有する団体等に技術調査を委託し、

受託先からの報告を得て監査を行う。 

 

４ 監査等の実施概要 

(1)  定期監査 

   監査の対象となった事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大

の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めているか監査する。 

財務事務については、監査実績、内部統制の状況等に基づきリスクを評価し、

リスクの重要度に応じて効率的かつ効果的な監査に努める。 

また、本区が執行する事務について、区として求められている重要な課題及

び全庁的又は個別的なリスクを考慮して適切な対象を選定の上、問題発生の原

因等の確認や必要に応じて解決方法等の提言、指導を行うなど、業務の改善に

向け効果的な監査を実施する。 



 

3 

実施に当たっては、他の監査等とも連携した監査を行うよう留意する。特に、

財政援助団体等に関係する財務事務については、財政援助団体等監査とも連携

した監査を実施する。 

また、内部統制体制の整備及び運用の状況について整理し、確認することに

より、その効果的な運用につなげていくとともに、内部統制評価報告書審査に

役立てていく。 

(2)  工事監査 

工事監査については、計画、設計、積算、施工、維持管理及び工務等につい

て、主に技術面から工事が適正に行われているかという観点を主眼として、経

済性、効率性及び有効性の観点にも留意して実施する。実施に当たっては、契

約金額が高額なもの、落札率が特に高いもの又は低いもの、特命随意契約等、

リスクの重要度に着目して、案件を抽出する。 

(3)  財政援助団体等監査 

   監査の対象となった財政援助団体等（以下「団体等」という。）の財政的援

助等に係る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行わ

れているか監査する。 

実施に当たっては、団体等のリスクの状況（経理面、活動実績、区による統

制状況等）、区からの支出額、区との関係性等により、団体等に対する監査が必

要と認められる場合に行うものとする。 

(4)  例月出納検査 

会計管理者の現金の出納事務が正確に行われているか検査する。実施に当た

っては、決算審査とも連携した検査を行うよう留意する。 

(5)  決算審査 

決算その他関係書類が法令に適合し、かつ、正確であるか審査する。あわせ

て、予算の執行が適正に行われているか確認する。実施に当たっては、定期監

査、例月出納検査等とも連携した審査を実施する。 

(6)  基金運用状況審査 

   基金の運用の状況を示す書類の計数が正確であり、基金の運用が確実かつ効

率的に行われているか審査する。 

(7)  健全化判断比率審査 

   健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適

合し、かつ、正確であるか審査する。 
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(8) 内部統制評価報告書審査 

定期監査等で得られた知見に基づき内部統制の評価手続及び重大な不備の

判断が適切に行われているか審査する。 

(9) 行政監査 

   事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるよう

にし、その組織及び運営の合理化に努めているか、必要に応じて監査する。実

施に当たっては、対象として適切な事務を選定の上、特に、経済性、効率性及

び有効性の観点を重視して行う。 

(10) 住民監査請求 

   法令の規定に基づき、かつ、監査基準の趣旨に鑑み、公正かつ公平に要件審

査及び監査を実施するものとする。 

 

５ 監査等の実施時期 

(1) 定期監査  令和６年４月から令和７年１月まで 

（原則として、本庁財務監査については８月までに、小・中学校の監査及び事

務監査については令和７年１月までに実施する。） 

(2) 工事監査  工事の内容に応じて、適切な時期に実施する。 

(3) 財政援助団体等監査  必要に応じて実施計画を策定し、実施する。 

(4) 行政監査  必要に応じて実施計画を策定し、実施する。 

(5) 決算審査、基金運用状況審査、健全化判断比率等審査 

 令和６年７月・８月 

(6) 内部統制評価報告書審査 令和６年７月・８月 

(7) 例月出納検査 令和６年４月から令和７年３月まで（対象月の翌月） 

(8) 住民監査請求 随時 

 


